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1.  22年11月期の連結業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 32,688 144.2 △1,057 ― △1,131 ― △1,151 ―
21年11月期 13,384 △61.3 △6,373 ― △6,474 ― △6,651 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年11月期 △18.00 ― △6.9 △2.9 △3.2
21年11月期 △104.04 ― △32.1 △16.4 △47.6
（参考） 持分法投資損益 22年11月期  ―百万円 21年11月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 39,796 17,012 40.3 250.79
21年11月期 37,321 18,326 46.4 271.08
（参考） 自己資本   22年11月期  16,032百万円 21年11月期  17,330百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年11月期 1,050 △371 △2,777 12,899
21年11月期 △4,697 △1,359 4,960 14,972

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年11月期 

（予想） ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年11月期の連結業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

21,550 70.3 300 ― 300 ― 250 ― 3.91

通期 44,400 35.8 1,000 ― 1,000 ― 900 ― 14.08
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年11月期 68,075,552株 21年11月期 68,075,552株
② 期末自己株式数 22年11月期  4,149,311株 21年11月期  4,143,304株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年11月期の個別業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 31,843 151.9 △1,099 ― △1,141 ― △1,166 ―
21年11月期 12,639 △62.4 △5,795 ― △5,866 ― △6,076 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年11月期 △18.25 ―
21年11月期 △95.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 38,456 15,515 40.3 242.70
21年11月期 35,380 16,825 47.6 263.18
（参考） 自己資本 22年11月期  15,515百万円 21年11月期  16,825百万円

2.  23年11月期の個別業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 21,150 71.8 200 ― 200 ― 200 ― 3.13

通期 43,600 36.9 800 ― 800 ― 800 ― 12.51
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（当期の経営成績） 

（単位：百万円、カッコ内は前期比増減率％ △はマイナス） 

 
 

 当連結会計年度のわが国経済は、政府の経済対策や新興国市場の発展に伴う輸出の回復などにより緩

やかな回復傾向を示しました。しかし、デフレ傾向に改善は見られず、雇用面でも厳しい状況が続きま

した。また、急激な円高の進行や欧州の財政不安問題など企業経営を取り巻く環境は、総じて不透明な

まま推移いたしました。  

こうした中、当企業グループは受注の確保と生産・売上の拡大に注力いたしました。第１・２四半期は

前年度からの受注減少の影響を受けて生産調整を余儀なくされましたが、繊維機械事業では、第２四半

期以降は中国市場を中心に受注が増加し、第３四半期からは生産も回復いたしました。工作用機器事業

では、国内の工作機械業界や自動車業界が低調に推移する中、新興国市場の販売拡大と新製品の開発に

注力いたしました。  

この結果、全体では受注高41,359百万円（前期比174.3％増加）、売上高32,688百万円（同比144.2％増

加）と大幅な増加となりました。損益面では繊維機械事業が第２四半期以降の受注回復により通期では

黒字を確保いたしましたものの、期間前半の生産調整の影響と工作用機器事業が低調に推移したことに

より、全体では営業損失1,057百万円（前期は営業損失6,373百万円）となりました。また、経常損失は

1,131百万円（前期は経常損失6,474百万円）、当期純損失は1,151百万円（前期は当期純損失6,651百万

円）となりました。 

  

＜繊維機械事業＞  

中心市場であります中国市場では、第２四半期以降、スポーツ衣料品などの長繊維織物分野を中心に設

備投資が進み、当社におきましてもウォータジェットルームの受注・売上が急激に増加いたしました。

設備の近代化を進めるインド・パキスタン市場では、原綿高や為替高などのマイナス要因を含みながら

も、総じてエアジェットルームの商談が活発になりました。また、当社が独自に開発いたしましたタイ

ヤコード用のエアジェットルームは、インドなどのお客さまから受注をいただきました。これは、産業

資材分野など製織分野拡大の取り組みの成果と考えております。一方で、急激に進行した円高の影響で

欧州メーカーとの価格競争が一層激しくなるとともに、好調でありました中国市場でも大口案件で厳し

い価格交渉を余儀なくされました。  

この結果、受注高は35,584百万円（前期比201.0％増加）、売上高は27,196百万円（同比196.0％増加）

と大幅に増加いたしました。損益面では第２四半期以降は黒字を確保し、期間前半の生産の低迷と急激

な円高、価格競争の激化に伴う採算の悪化などのマイナス要因がありましたものの、営業利益30百万円

（前期は営業損失3,818百万円）を確保いたしました。 

  

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

受注高 売上高 営業利益

繊維機械事業 35,584 (201.0%) 27,196 (196.0%) 30 (前期営業損失3,818百万円)

工作用機器事業 4,688  ( 98.0%) 4,324 ( 31.0%) △1,024 (前期営業損失1,948百万円)

その他の事業 1,085 ( 22.5%) 1,167 ( 30.7%) △63 (前期営業損失606百万円)

合 計 41,359 (174.3%) 32,688 (144.2%) △1,057 (前期営業損失6,373百万円)
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＜工作用機器事業＞  

工作用機器事業を取り巻く環境は、国内の工作機械業界や自動車産業の需要が低迷する一方、中国やイ

ンドなどの新興国市場では自動車産業などで設備投資が進みました。また、先進国市場では航空機産業

や医療関連、精密機械産業などの高精度加工が求められる分野が堅調に推移いたしました。  

こうした状況に対し当事業部門では、直径２ｍを超える超大型製品から精密加工用まで幅広い製品群を

持つNC円テーブルを中心に国内外のさまざまな産業分野に対して販売活動を展開いたしました。また新

製品の開発と販売拡大に注力し、航空機部品をはじめ大型部品の加工に適したミーリングヘッドの販売

を拡大したほか、駆動部分にボールギアカム方式という新しい駆動機構を搭載し、従来品以上の高精

度・高速性を実現した新型NC円テーブルを発表いたしました。  

しかしながら、工作機械業界や自動車産業など国内市場の低迷の影響は大きく、また円高が進む中で海

外市場においても台湾や韓国製の工作用機器との価格競争が厳しくなったため、事業全体では厳しい状

況を余儀なくされました  

この結果、受注高は4,688百万円（前期比98.0％増加）、売上高は4,324百万円（同比31.0％増加）と大

幅に増加いたしましたものの水準的には依然厳しく、損益面では特注製品の増加による生産効率の悪化

や価格競争の激化などにより、営業損失1,024百万円（前期は営業損失1,948百万円）となりました。  

  

＜その他の事業＞  

鋳造事業部門は、繊維機械部品の生産増加に伴い鋳物部品の生産対応に注力いたしました。また外部か

らの生産受託を進め、自動車関連部品や鉄道関連部品の生産を行いました。連結子会社であります共和

電機工業株式会社で行っております電装機器事業は、国内の設備投資の冷え込みを受けて厳しく推移い

たしました。この結果、受注高は1,085百万円（前期比22.5％増加）、売上高は1,167百万円（同比

30.7％増加）と増加したものの、損益面では営業損失63百万円（前期は営業損失606百万円）となりま

した。  

  

（次期の見通し）  

繊維機械事業におきましては、引き続き中国やインド・パキスタン市場を中心に設備投資意欲は高い水

準で推移すると見込んでおります。こうした機を逃さず、中国でのウォータジェットルームの生産を平

成23年６月頃からスタートする予定です。また、平成23年１月中にインドの現地サービス子会社の設立

を完了し、サービス体制の充実と需要の開拓を図ってまいりたいと存じます。  

しかしながら、中国市場では売上構成がウォータジェットルームの中でもシンプルな仕様の製品に偏っ

ていること、また円高・ドル安・ユーロ安の中で競合各社との価格競争が厳しくなるとともに顧客から

の値引き圧力も強まっております。このため採算面では厳しい環境にあるといわざるを得ません。さら

に、中国政府やインドによる金融引き締めの懸念が次第に大きくなっており、今後当企業グループの活

動分野にどのように影響を及ぼしていくか受注環境の変化を注視していかなければなりません。繊維機

械事業の通期の売上高は37,400百万円を予想しております。  

工作用機器事業に関しましては、今後も新興国市場での設備投資が進むと見込まれます。また、先進国

市場では引き続き航空機産業や医療機器関連など高精度加工が求められる分野の需要が続くと見込んで

おります。一方で、中心市場であります国内の工作機械業界の回復遅れの影響は大きく、また台湾や韓

国製の低価格製品や円高に伴う欧州製品との価格競争が続くため、受注環境は当面厳しい状況が続くと

見込まざるを得ません。こうした状況に対し、最新型のNC円テーブルやミーリングヘッドをアピールし
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ながら売上の拡大を図ってまいります。一方で、新興国市場に対しては市場の特性を視野に入れた製品

開発、販売対応を進め、ブランドの浸透と売上の拡大を図ってまいります。また、社内におきましては

生産効率の向上を図り、お客さまからの短納期要求に対応できる体制を整えることで、売上の拡大と採

算性の改善を図ってまいりたいと存じます。工作用機器事業の通期の売上高は7,000百万円を予想して

おります。なお、平成20年12月に一時建設を中断しておりました野々市工場新工場棟は平成23年２月よ

り建設を再開し、同年７月の完成を予定しております。  

世界経済の動向及び為替動向はきわめて不透明であり、次期の見通しにつきましても変動の要因が多い

と考えられますが、現状では全体の売上高は44,400百万円を予想しております。  
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① 資産、負債及び純資産の状況に関する分析  

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,475百万円増加し39,796百万円となりまし

た。主として、売上の増加に伴う債権の増加及び生産の増加に伴うたな卸資産の増加であります。負債

は、前連結会計年度に比べ3,790百万円増加し22,784百万円となりました。短期借入金及び長期借入金

の返済による減少があったものの、生産の増加による仕入債務の増加に伴うものであります。純資産は

当期純損失1,151百万円を計上したこと等から、前連結会計年度に比べ1,314百万円減少し17,012百万円

となり、自己資本比率は40.3％となりました。  

  

② キャッシュ・フローの状況に関する分析 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ2,073百万円減少し12,899

百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失1,141百万

円の計上や売上債権の増加等があったものの仕入債務の増加等により、1,050百万円（前期 マイナス

4,697百万円）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出等によ

り、マイナス371百万円（前期 マイナス1,359百万円）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期借入金の返済に

よる支出等により、マイナス2,777百万円（前期 プラス4,960百万円）となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注) 自己資本比率              ：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率        ：株式時価総額／総資産 
   キャッシュ・フロー対有利子負債比率   ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・ガバレッジ・レシオ    ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
   ・株式時価総額は、期末株価終値ⅹ期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
   ・有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており 
    ます。 
   ・営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ 
    ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 
  

(2) 財政状態に関する分析

平成19年11月期 平成20年11月期 平成21年11月期 平成22年11月期

自己資本比率(%) 49.5 57.9 46.4 40.3

時価ベースの自己資本比率
(%)

48.9 13.4 18.0 24.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

0.5 1.5 ― 6.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

95.3 41.2 ― 8.3
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当社の活動分野は、設備投資の状況に大きく左右され、また、輸出比率も高いため、業績の変動は避

けられない環境にあります。このような業界において、当社は状況の変化に耐えうる健全な財務体質を

維持するとともに、事業拡大のための設備投資に備えて内部留保を高めながら、株主の皆様への安定的

な配当を継続できるよう業績の改善に努めております。また、雇用も含めて地域社会への利益還元を行

うことが、企業価値向上に重要であると考えております。  

当期の配当につきましては、繊維機械市場の好転はありましたものの全体としては赤字決算を余儀なく

されておりますことから、誠に遺憾ではございますが見送りとさせていただきたいと存じます。また、

次期の配当につきましては、世界経済の状況が不透明な中、経営環境は引き続き予断を許さない状況が

続くと判断せざるを得ません。このため、現時点では無配とさせていただく予定であります。  

  

当企業グループは輸出比率が高く、為替変動をはじめ国際経済の変動の影響を強く受ける可能性があ

ります。また、中国やインドなどの新興国市場が主力市場となる中、各国の金融・経済政策の影響を受

けやすくなっております。このような状況から、主に次の要因が当企業グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があると考えております。  

① 中国等の金融政策リスク  

② 為替変動リスク  

③ 原料・素材価格の高騰リスク  

④ 直接貿易取引上のリスク  

  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当企業グループは当社、子会社6社で構成され、繊維機械及び工作用機器の製造、販売を主な事業内容とし

ております。当企業グループの事業に関わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりで

す。なお、以下の繊維機械事業、工作用機器事業及びその他の事業の３部門は、事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。  

繊維機械事業  

繊維機械………………当社が製造販売している。なお、製造については、電装部品の一部を共和電機

工業㈱に委託している。また、津田駒機械設備(上海)有限公司はアフターサー

ビスを行っている。  

準備機械については、当社が㈱T-Tech JapanにOEM供給した上で、当社及び㈱

T-Tech Japanが販売している。  

工作用機器事業 

工作用機器……………当社が製造販売している。なお一部の製品の製造を共和電機工業㈱に委託して

いる。また、ツダコマテクノサポート㈱には、工作用機器の製品の修理を委託

している。 

その他の事業 

電装機器………………共和電機工業㈱が製造販売している。  

鋳造品…………………当社が製造販売している。  

その他…………………ツダコマ運輸㈱は当社製品の梱包・運送業務を、ツダコマ・ゼネラル・サービ

ス㈱は主として当社構内の警備、営繕業務並びに人材派遣業務及び損害保険代

理店業務を行っている。 

事業の系統図は次のとおりであります。  

 

2. 企業集団の状況
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当企業グループは、世界最高の技術と品質を究めたモノづくりにより、公正な企業活動を通じて産業

の発展に貢献し、安全で豊かな市民生活の実現に寄与することを経営の基本方針としております。 

  

当企業グループの活動分野は主として繊維機械ならびに工作機械産業であります。ともに専門性が高

い分野であり、最高の技術と品質を強みとして、全世界を市場とした営業を展開してまいりました。反

面、これらの業界は好不況の波が激しい業界であります。  

 特に近年では、中国やインドなど新興諸国が主力事業の繊維機械事業の中心市場になっており、各国

政府の経済・金融政策の変更に伴う影響を大きく受けております。  

 また、世界的な金融危機に伴う経済混乱と為替の変動の影響から、輸出比率が高い当企業グループに

おきましては繊維機械事業、工作用機器事業ともに業績の変動が激しくなっており、有効な経営指標の

策定・維持が難しい環境にあります。  

 こうした環境の中ではありますが、製造業の基本に立ち返り、適正な財務体質を維持しつつ、経営の

安定化と成長を図ってまいります。中長期的な経営戦略、対処すべき課題のポイントを次のように考え

ております。  

  

① 繊維機械事業の安定化と工作用機器事業の強化  

② コンポジット機械事業の拡大  

③ 新規事業の構築  

④ 世界トップブランドの構築  

⑤ グローバル人材の育成  

  

  

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 中長期的な会社の経営戦略
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4.【連結財務諸表】

(1) 連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,520 13,086

受取手形及び売掛金 5,607 10,298

有価証券 202 203

製品 1,595 1,326

仕掛品 1,044 2,109

原材料及び貯蔵品 350 452

繰延税金資産 2 3

その他 325 147

貸倒引当金 △12 △10

流動資産合計 24,636 27,617

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,077 16,018

減価償却累計額 △12,439 △12,655

建物及び構築物（純額） 3,638 3,363

機械装置及び運搬具 18,039 18,084

減価償却累計額 △15,413 △15,925

機械装置及び運搬具（純額） 2,626 2,159

土地 3,630 3,630

建設仮勘定 598 845

その他 6,276 6,314

減価償却累計額 △5,888 △5,925

その他（純額） 387 389

有形固定資産合計 10,881 10,387

無形固定資産 92 87

投資その他の資産

投資有価証券 1,571 1,564

その他 568 566

貸倒引当金 △429 △426

投資その他の資産合計 1,710 1,704

固定資産合計 12,684 12,179

資産合計 37,321 39,796
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,410 4,199

短期借入金 4,973 3,329

未払法人税等 45 58

繰延税金負債 1 －

未払金 2,646 5,721

受注損失引当金 － 43

その他 1,047 1,615

流動負債合計 10,125 14,968

固定負債

長期借入金 4,576 3,446

繰延税金負債 0 －

退職給付引当金 4,104 4,214

役員退職慰労引当金 31 31

環境対策引当金 157 123

固定負債合計 8,869 7,815

負債合計 18,994 22,784

純資産の部

株主資本

資本金 12,316 12,316

資本剰余金 10,354 10,354

利益剰余金 △3,994 △5,145

自己株式 △1,235 △1,236

株主資本合計 17,441 16,289

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △110 △256

繰延ヘッジ損益 － △0

評価・換算差額等合計 △110 △257

少数株主持分 995 979

純資産合計 18,326 17,012

負債純資産合計 37,321 39,796
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(2) 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

売上高 13,384 32,688

売上原価 16,611 30,022

売上総利益又は売上総損失（△） △3,227 2,666

販売費及び一般管理費

販売手数料 106 －

荷造運搬費 257 －

広告宣伝費 81 －

役員報酬 175 －

給料及び手当 877 －

賞与 204 －

役員退職慰労引当金繰入額 0 －

退職給付費用 194 －

福利厚生費 205 －

交際費 15 －

旅費及び交通費 296 －

租税公課 94 －

減価償却費 167 －

賃借料 46 －

雑費 422 －

販売費及び一般管理費合計 3,145 3,723

営業損失（△） △6,373 △1,057

営業外収益

受取利息 16 5

受取配当金 30 28

還付加算金 9 3

雑収入 30 32

営業外収益合計 87 70

営業外費用

支払利息 144 129

為替差損 28 7

雑支出 14 7

営業外費用合計 187 144

経常損失（△） △6,474 △1,131

特別利益

貸倒引当金戻入額 4 2

特別利益合計 4 2
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

特別損失

固定資産処分損 8 12

貸倒引当金繰入額 8 0

環境対策引当金繰入額 157 －

減損損失 353 －

特別損失合計 527 12

税金等調整前当期純損失（△） △6,997 △1,141

法人税、住民税及び事業税 15 23

法人税等調整額 0 △2

法人税等合計 15 21

少数株主損失（△） △361 △11

当期純損失（△） △6,651 △1,151
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(3) 連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,316 12,316

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,316 12,316

資本剰余金

前期末残高 10,354 10,354

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,354 10,354

利益剰余金

前期末残高 2,753 △3,994

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,651 △1,151

当期変動額合計 △6,747 △1,151

当期末残高 △3,994 △5,145

自己株式

前期末残高 △1,234 △1,235

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △1,235 △1,236

株主資本合計

前期末残高 24,190 17,441

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,651 △1,151

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △6,748 △1,151

当期末残高 17,441 16,289
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △67 △110

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△43 △146

当期変動額合計 △43 △146

当期末残高 △110 △256

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △29 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29 △0

当期変動額合計 29 △0

当期末残高 － △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 △96 △110

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△13 △146

当期変動額合計 △13 △146

当期末残高 △110 △257

少数株主持分

前期末残高 1,359 995

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △363 △16

当期変動額合計 △363 △16

当期末残高 995 979

純資産合計

前期末残高 25,453 18,326

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,651 △1,151

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △377 △163

当期変動額合計 △7,126 △1,314

当期末残高 18,326 17,012
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △6,997 △1,141

減価償却費 1,341 1,149

減損損失 353 －

受取利息及び受取配当金 △47 △34

支払利息 144 129

売上債権の増減額（△は増加） 850 △4,492

たな卸資産の増減額（△は増加） 954 △872

仕入債務の増減額（△は減少） △1,247 5,951

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △186 110

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 －

その他 240 357

小計 △4,599 1,156

利息及び配当金の受取額 48 34

利息の支払額 △138 △125

法人税等の支払額 △7 △15

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,697 1,050

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 49 359

有価証券の売却による収入 30 －

有形固定資産の取得による支出 △1,272 △570

有形固定資産の売却による収入 5 －

投資有価証券の取得による支出 △48 △1

子会社株式の取得による支出 － △141

その他 △123 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,359 △371

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 1,000 △2,000

長期借入れによる収入 4,400 －

長期借入金の返済による支出 △340 △773

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △95 △1

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,960 △2,777

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,096 △2,073

現金及び現金同等物の期首残高 16,069 14,972

現金及び現金同等物の期末残高 14,972 12,899
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該当事項なし 

  

会計処理基準に関する事項 

① 重要な引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上している。 
会計基準変更時差異については、主として15年による均等額を費用処理している。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に
よる定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。 
  
（会計方針の変更） 
当連結会計年度から、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成
20年７月31日）を適用している。なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に
与える影響はない。 

  

受注損失引当金 

受注契約に係る損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、当該損失額を合
理的に見積もることができるものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上している。 
  
（追加情報） 
当連結会計年度において、受注した契約に損失が見込まれ、重要性が増したため、当該損失見込額を当
連結会計年度末より計上している。 

  

② 表示方法の変更 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、販売費及び一般管理費は適当と認められる費目に分類し、当該費用を示す名
称を付した科目をもって掲記していたが、当連結会計年度より、販売費及び一般管理費の科目に一括し
て記載することとしている。 

  

なお、上記以外の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は、最近の有価証券報告書（平成22
年２月25日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しています。 

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
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(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維機械事業………織機、準備機、繊維機械部品装置 

(2) 工作用機器事業……工作機械アタッチメント、その他の機器 

(3) その他の事業………電装機器、鋳造品等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は17,035百万円である。主なものは、親会社での

余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

４ 当連結会計年度より、当社の営業費用の一部について、従来各セグメントの規模に応じて配分するために売

上高比で配賦していたが、売上高の大幅な変動により、従来の配賦方法では各セグメントの規模と乖離した

ものとなってきたため、内部管理上の配賦方法に準じた方法で各セグメントに配賦することに変更してい

る。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、「繊維機械事業」で営業費用及び営業損失が131百万円減少

し、「工作用機器事業」で営業費用及び営業損失が105百万円増加し、「その他の事業」で営業費用及び営

業損失が26百万円増加している。 

５ 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、主として個別法または移動平均法

による原価法から、主として個別法または移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ方法）

に変更している。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、「繊維機械事業」で350百万円、「工作用機器事業」で177百

万円、「その他の事業」で０百万円それぞれ営業費用及び営業損失が増加している。 

６ 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用するに際し、広告宣伝用資産に関する当社の計上区分の見直しを行った結果、一部の広告宣伝用資産に

ついてたな卸資産から固定資産へ計上区分を変更している。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、「繊維機械事業」で31百万円、「工作用機器事業」で29百万

円それぞれ営業費用及び営業損失が増加している。 

  

(7) 連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

繊維機械事業 
(百万円)

工作用機器
事業 

(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,189 3,301 893 13,384 ― 13,384

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 9,189 3,301 893 13,384 (―) 13,384

営業費用 13,008 5,249 1,500 19,757 (―) 19,757

営業損失（△） △3,818 △1,948 △606 △6,373 (―) △6,373

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 11,390 7,791 1,102 20,285 17,035 37,321

減価償却費 805 455 80 1,340 ― 1,340

減損損失 135 78 138 353 ― 353

資本的支出 263 197 51 512 ― 512
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(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維機械事業………織機、準備機、繊維機械部品装置 

(2) 工作用機器事業……工作機械アタッチメント、その他の機器 

(3) その他の事業………電装機器、鋳造品等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は14,251百万円である。主なものは、親会社での

余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

４ 当連結会計年度より、受注した契約に損失が見込まれ、重要性が増したため、当該損失見込額を受注損失引

当金として計上している。 

  これにより、従来の方法によった場合に比べ、「繊維機械事業」では営業費用が36百万円増加のうえ営業利

益が同額減少し、「工作用機器事業」では営業費用及び営業損失が7百万円増加している。 

  

前連結会計年度及び当連結会計年度においては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及

び重要な支店がないため、その記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、インド、台湾他 

(2) アメリカ………米国、ブラジル他 

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

繊維機械事業 
(百万円)

工作用機器
事業 

(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

27,196 4,324 1,167 32,688 ― 32,688

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 27,196 4,324 1,167 32,688 (―) 32,688

営業費用 27,166 5,348 1,230 33,745 (―) 33,745

営業利益又は 
営業損失（△）

30 △1,024 △63 △1,057 (―) △1,057

Ⅱ 資産、減価償却費、資本
的支出

資産 16,336 8,272 936 25,545 14,251 39,796

減価償却費 759 339 50 1,149 ― 1,149

資本的支出 308 357 21 687 ― 687

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,919 613 166 116 8,815

Ⅱ 連結売上高(百万円) 13,384

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

59.2 4.5 1.2 1.0 65.9
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(3) ヨーロッパ……チェコ、イギリス他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、インド、台湾他 

(2) アメリカ………米国、ブラジル他 

(3) ヨーロッパ……イタリア、フランス他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 25,983 805 252 153 27,194

Ⅱ 連結売上高(百万円) 32,688

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

79.5 2.5 0.8 0.4 83.2
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純損失金額 

 
  

該当事項はない。 

  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、
ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決
算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１株当たり純資産額 271.08円 １株当たり純資産額 250.79円

１株当たり当期純損失 104.04円 １株当たり当期純損失 18.00円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載していない。

前連結会計年度

(平成21年11月30日)

当連結会計年度

(平成22年11月30日)

純資産額（百万円） 18,326 17,012

普通株式に係る純資産額（百万円) 17,330 16,032

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 995 979

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（株）
63,932,248 63,926,241

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当期純損失(△)（百万円） △6,651 △1,151

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ―

普通株式に係る 

当期純損失(△)（百万円）
△6,651 △1,151

普通株式の期中平均株式数（株） 63,936,028 63,929,869

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】

(1) 貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,653 11,222

受取手形 2,970 4,384

売掛金 2,939 6,883

製品 1,593 1,324

仕掛品 958 1,906

原材料及び貯蔵品 245 289

前渡金 1 6

前払費用 26 22

その他 256 111

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 22,634 26,141

固定資産

有形固定資産

建物 13,841 13,861

減価償却累計額 △10,890 △11,129

建物（純額） 2,950 2,731

構築物 1,216 1,216

減価償却累計額 △1,105 △1,122

構築物（純額） 110 94

機械及び装置 16,990 17,027

減価償却累計額 △14,540 △15,012

機械及び装置（純額） 2,449 2,014

車両運搬具 285 284

減価償却累計額 △264 △269

車両運搬具（純額） 20 14

工具、器具及び備品 6,089 6,119

減価償却累計額 △5,726 △5,753

工具、器具及び備品（純額） 362 366

土地 3,126 3,126

建設仮勘定 598 845

有形固定資産合計 9,619 9,192

無形固定資産

特許権 － 8

ソフトウエア 48 37

電話加入権 5 5

その他 26 24

無形固定資産合計 80 76
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,490 1,349

関係会社株式 1,452 1,593

固定化営業債権 415 414

長期前払費用 4 4

その他 107 108

貸倒引当金 △425 △425

投資その他の資産合計 3,045 3,046

固定資産合計 12,745 12,314

資産合計 35,380 38,456

負債の部

流動負債

支払手形 137 383

買掛金 1,183 3,073

短期借入金 4,915 3,230

未払金 3,009 7,326

未払費用 692 1,007

未払法人税等 44 49

前受金 113 311

預り金 113 112

受注損失引当金 － 43

設備関係支払手形 3 27

その他 － 0

流動負債合計 10,213 15,566

固定負債

長期借入金 4,235 3,205

退職給付引当金 3,919 4,015

役員退職慰労引当金 30 30

環境対策引当金 157 123

固定負債合計 8,341 7,374

負債合計 18,554 22,940
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,316 12,316

資本剰余金

資本準備金 3,100 3,100

その他資本剰余金 7,254 7,254

資本剰余金合計 10,354 10,354

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △4,499 △5,666

利益剰余金合計 △4,499 △5,666

自己株式 △1,235 △1,236

株主資本合計 16,936 15,768

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △110 △253

繰延ヘッジ損益 － △0

評価・換算差額等合計 △110 △253

純資産合計 16,825 15,515

負債純資産合計 35,380 38,456
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(2) 損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

売上高 12,639 31,843

売上原価

製品期首たな卸高 852 940

当期製品製造原価 15,353 26,923

当期製品仕入高 541 2,307

合計 16,746 30,171

他勘定振替高 168 46

製品期末たな卸高 940 727

受注損失引当金繰入額 － 43

売上原価合計 15,638 29,440

売上総利益又は売上総損失（△） △2,998 2,402

販売費及び一般管理費

販売手数料 125 －

荷造運搬費 329 －

業務委託費 108 －

広告宣伝費 79 －

貸倒引当金繰入額 － －

役員報酬 121 －

給料及び手当 653 －

賞与 160 －

退職給付費用 177 －

福利厚生費 162 －

交際費 12 －

旅費及び交通費 278 －

通信費 19 －

光熱費 18 －

事務用消耗品費 5 －

租税公課 73 －

減価償却費 141 －

修繕費 58 －

保険料 18 －

賃借料 31 －

雑費 221 －

販売費及び一般管理費合計 2,796 3,501

営業損失（△） △5,795 △1,099
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

営業外収益

受取利息 9 4

有価証券利息 2 －

受取配当金 48 43

固定資産賃貸料 17 16

雑収入 32 30

営業外収益合計 111 94

営業外費用

支払利息 139 122

為替差損 28 7

雑支出 14 7

営業外費用合計 182 137

経常損失（△） △5,866 △1,141

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 0

特別利益合計 1 0

特別損失

固定資産処分損 8 11

関係会社株式評価損 26 －

貸倒引当金繰入額 6 0

環境対策引当金繰入額 157 －

特別損失合計 198 12

税引前当期純損失（△） △6,062 △1,153

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等合計 13 13

当期純損失（△） △6,076 △1,166
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(3) 株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,316 12,316

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,316 12,316

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,100 3,100

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,100 3,100

その他資本剰余金

前期末残高 7,254 7,254

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,254 7,254

資本剰余金合計

前期末残高 10,354 10,354

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,354 10,354

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,672 △4,499

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,076 △1,166

当期変動額合計 △6,172 △1,166

当期末残高 △4,499 △5,666

利益剰余金合計

前期末残高 1,672 △4,499

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,076 △1,166

当期変動額合計 △6,172 △1,166

当期末残高 △4,499 △5,666

自己株式

前期末残高 △1,234 △1,235
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月1日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △1,235 △1,236

株主資本合計

前期末残高 23,109 16,936

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,076 △1,166

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △6,173 △1,167

当期末残高 16,936 15,768

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △68 △110

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△42 △142

当期変動額合計 △42 △142

当期末残高 △110 △253

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △29 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29 △0

当期変動額合計 29 △0

当期末残高 － △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 △98 △110

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12 △142

当期変動額合計 △12 △142

当期末残高 △110 △253

純資産合計

前期末残高 23,011 16,825

当期変動額

剰余金の配当 △95 －

当期純損失（△） △6,076 △1,166

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12 △142

当期変動額合計 △6,186 △1,310

当期末残高 16,825 15,515
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該当事項なし 

(4) 継続企業の前提に関する注記
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